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Ⅰ　自社株式の評価方法とは？

　国税庁より令和3年分の類似業種比準方式の計算のもととなる

業種目別株価等（上場企業の指標）が発表されました。上場企業

のように時価のない中小企業の株式を引き継ぐ場合、税務上の

評価額の計算方法が定められています。オーナー経営者が親族

に引き継ぐ場合の原則的な評価額は「類似業種比準方式」又は 大

「純資産価額方式」、それらの「併用方式」があります。 中

　右図のとおり、会社規模が大きくなるほど類似の割合が多く 小

なり、今回発表された上場企業の指標が大きく影響します。

Ⅱ　類似業種比準方式が自社の株価に与える影響は？

　原則的評価方法のうち類似業種比準方式とは、1株当たり資本金等の額を50円と仮定した場合の株式数で、

１株あたりの配当、利益、純資産を計算し、それぞれの要素で上場企業の指標の何倍あるか、比較する方法です。

Ｂ，Ｃ，Ｄの要素は会社により影響が異なるため、Ａ（株価）の指標が上がっているかどうか、以下で集計しました。

Ⅲ　業種目別株価等（令和3年2月分　国税庁ＨＰより抜粋） （単位：円）

　類似業種比準方式を計算する上でＡの指標については、「当月以前2年平均」「前年平均」「前々月」「前月」「当月」

のいずれか低い指標を使うことができます。大分類の主な業種では「前年平均」「当月以前2年平均」が一番低く、

令和3年2月が最も高くなっています。今後もこの傾向が続けば来年令和4年の指標は、「前年平均」も高くなることが

見込まれます。令和2年の上場企業の株価は暴落した月もありましたが、その後は好調を維持しました。結果として

は、前年平均が低い業種が多く、自社株式の贈与等を検討するならば今年中が良いかもしれません。
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令和３年類似業種の株価等が発表されました！
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